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次世代安全対策システム（シグナル検出製品）の導入に伴う 

医薬品安全対策支援システム改修業務 

評価基準書 

1. 評価方法 

 価格点 400点満点、技術点 1200 点満点（1:3）とする。 

 技術点の評価点は、採点の目安を基に、各評価項目に示した範囲の点数で評価。（各者、項目ごと

に絶対評価で採点。各者間の相対評価ではない。） 

 技術点の評価項目について、評価者全体の過半数を超える者が「0 点」の評定をつけた項目が 1 つ

でもある場合は不合格とする。また、基準点が設定された評価項目のうち 1 つでも採点結果（点数

は採点者全員の平均値）が基準点に達しなければ、当該事業の確実な遂行が危ぶまれる可能性があ

るため、不合格とする。 

 作業要員に求める資格等の要件、入札参加資格に関する要件については技術評価には含めないが、

要件を満たしていることを提案書に定義すること。 

 

2. 価格点の評価 

評価項目 評価基準 配点 

1 価格 価格点＝400（価格点の満点）×［1－（入札価格／予定価格）］ 400 

 

3. 技術点の評価 

3.1 業務・システム理解（配点：180点） 

評価項目 
調達仕様書に 

掲げる要件 
評価基準 配点 基準点 

1 目的理解 1. 調達案件に関する

事項 

1.3 調達の背景 

1.4 目的及び期待する

効果 

 本業務における課題認識が具体的に示されている

こと 

 本項における記載内容について、仕様書の転記又は

要約にとどまらず、独自の分析又は具体的な示唆が

含まれていること 

30 15 

2 システム理解 1. 調達案件に関する

事項 

1.5 業務・情報システ

ムの概要 

 本調達の範囲を十分理解していること 

 既存システムの業務運用及びデータの流れを踏ま

え、本業務遂行にあたり考慮すべき事項（運用、保

守、データ取扱い、制約等）が具体的に示されてい

ること 

60 30 

3 導入計画 1. 調達案件に関する

事項 

1.6.2 スケジュール 

 マスタスケジュールが現実的かつ実行可能なスケ

ジュールになっていること 

 スケジュールが少なくとも1か月単位の粒度で示さ

れていること 

 重要なマイルストン等が設定理由とともに示され、

設定理由が妥当であること 

 本業務における必要なタスクが網羅されており、タ

スクの関連性・前後関係・リスク（繁忙期）が考慮

されていること 

90 45 
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3.2 機能・分析能力（配点：250点） 

評価項目 
調達仕様書に 

掲げる要件 
評価基準 配点 基準点 

1 連携データ 4 入札参加資格に関

する事項 

4.1 入札参加条件 

要件定義書 

－別紙 1 機能要件 

 シグナル検出製品と連携対象となるデータベース

や連携条件となる項目等、連携処理について具体

的な想定が提案されていること 

150 75 

    本調達における処理を既存の機能と並行して稼働

した場合、既存の安対システムの機能に支障を与

えない方策について具体的に提案されていること 

100 50 

3.3 作業内容・導入方法（配点：280点） 

評価項目 
調達仕様書に 

掲げる要件 
評価基準 配点 基準点 

1 導入アプロー

チ 

 

1. 調達案件に関する

事項 

1.8 作業の実施内容

に関する事項 

1.9 作業の実施体

制・方法に関する事

項 

 導入に関する作業、手法、タスクが具体的に示さ

れ、その設定理由が具体的に示されていること 

 別調達の受注者との連携・調整が発生することを

踏まえ、現時点で考慮すべき点の有無及び対応方

針が具体的に提案されていること 

80 40 

2 テスト計画 1. 調達案件に関する

事項 

1.8 作業の実施内容

に関する事項 

1.8.2 納入成果物の範

囲、納品期限等 

（1）設計・開発段階

の作業に係る事項に

ついて 

③開発・構築・テス

トに係る事項につい

て 

 各テスト（単体テスト、結合テスト、連携テスト、

総合テスト、受入テスト）における実施事項、実施

方法が具体的に示されていること 

 動作確認及び業務シナリオに基づく検証方法が具

体的に示されていること 

 テストデータを安全に取り扱うための管理方針が

具体的に示されていること 

80 40 

3 利用開始準備 1. 調達案件に関する

事項 

1.8 作業の実施内容

に関する事項 

1.8.2 作業の内容 

（1）設計・開発段階

の作業に係る事項に

ついて 

⑤導入・移行に係る

事項について 

 

 シグナル検出製品の利用開始までに必要となる実

施内容及び手順が具体的に示されていること 

70 35 

4 引継ぎ 1. 調達案件に関する

事項 

1.8 作業の実施内容

に関する事項 

1.8.1 作業の内容 

（2）運用・保守に係

る作業の内容 

③引継ぎについて 

 引継ぎにおける実施事項、実施方法が具体的に示

されていること 

50 25 
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3.4 非機能要件対応（配点：170点） 

評価項目 
調達仕様書に 

掲げる要件 
評価基準 配点 基準点 

1 セキュリティ 要件定義書 

－別紙 2 非機能要

件 

10 情報セキュリティ

に関する事項 

 パッチ管理、データ暗号化、不正追跡・監視、ネ

ットワーク、マルウェアへの対策に係る機能を実

現できること。また、実装方法が具体的に示され

ていること 

40 20 

2 運用管理 要件定義書 

－別紙 2 非機能要

件 

12 運用管理機能に関

する事項 

 ログ収集と不正監視の設備が示されていること 

 バックアップ構成が示されていること 

 ユーザーの認証環境（AD等）が構成に含まれてい

ること 

40 20 

3 性能 要件定義書 

－別紙 2 非機能要

件 

4 性能に関する事項 

 要件定義書別紙 2「4. 性能に関する事項」に定義

された応答時間を満たす性能の実現方式について

具体的に説明されていること 

50 25 

4 可用性 要件定義書 

－別紙 2 非機能要

件 

5 信頼性に関する事

項 

 要件定義書別紙 2 表 6 に示した情報システムの

SLA の目標値を満たすこと 

40 20 

3.5 体制・実績（配点：240 点） 

評価項目 
調達仕様書に 

掲げる要件 
評価基準 配点 基準点 

1 実施体制 1. 調達案件に関する

事項 

1.9 作業の実施体

制・方法に関する事

項 

1.9.1 作業の実施体

制 

 

 作業体制について、作業内容に見合った実施体制や

要員計画が具体的かつ現実的に示されていること 

 重要な役割を担う要員のスキル・経験が十分である

こと 

 要員計画が適切であること（例：外部の人材に過度

に依存していないか、主要作業が外部に発注されて

いないか） 

 専門・支援部門の協力体制が整備されていること 

 PMDA及び次世代安全対策システム（シグナル検出

製品）の導入業務受注者間の意見調整、技術的調

整、進捗管理等を行う体制が整備されていること 

70 35 

2 実績 4. 入札参加資格に関

する事項 

4.1 入札参加要件 

4.1.1 公的な資格や

認証等の取得 

 ISO又は CMMIの認証を受けていること。いずれの

認証も受けていない場合には、品質管理の取組みの

内容が詳細に説明されていること 50 25 

3 プロジェクト

管理 

1. 調達案件に関する

事項 

1.9 作業の実施体

制・方法に関する事

項 

1.9.2 作業の管理に

関する要領 

 

 プロジェクト管理手法（プロジェクト管理要領に基

づく、本調達に係る業務全般の進捗管理、品質管

理、課題管理、リスク管理、構成・変更管理、セキ

ュリティ管理、人的資源管理及びコミュニケーショ

ン管理）が具体的かつ実効性を以て示されているこ

と。また、当該管理手法について、それぞれの設定

理由及び本業務における有効性が合理的に示されて

いること 

 本プロジェクトにおいて想定されるリスク・課題が

列挙され、それに対する対応方針・解決策が、過去

事例の経験等を踏まえ、具体的かつ合理的に説明さ

れていること 

 プロジェクトにおける課題発生時の意思決定プロセ

ス及び責任主体が明確であること 

90 45 
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 本業務におけるプロジェクト責任者の経歴、類似規

模のプロジェクトにおける実務経験（当時の役職を

含む）が示されていること 

 プロジェクトリーダーの本業務における役割・責任

範囲が明確に示されており、当該人物のスキルや経

歴が、本調達における課題に対して有効に機能する

と考えられる理由が想定されるリスクごとに明確に

示されていること 

4 コミュニケー

ション体制 

1. 調達案件に関する

事項 

1.9 作業の実施体

制・方法に関する事

項 

1.9.1 作業の実施体

制 

（1）作業実施体制 

 シグナル検出製品導入に係る本プロジェクト全体

（調達仕様書図 3）の関係者間の認識の差異を解消

するための手法、課題発生時の関係者間の意見等の

調整方法が示されていること 
30 15 

 

４．ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標（配点：80 点） 

評価項目 
調達仕様書に 

掲げる要件 
評価基準 配点 基準点 

1 ワーク・ライ

フ・バランス 

なし 女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定企業・プラ

チナえるぼし認定企業）を受けている。 

※プラチナえるぼし認定：40点 

3段階目（全認定基準 5つ〇）：30点 

2段階目（認定基準の 3～4つ○）：20点 

1段階目（認定基準の 1～2つ○）：10点 

行動計画策定段階：5点 

40  

次世代法に基づく認定（くるみん認定企業・トライくる

みん認定企業・プラチナくるみん認定企業）を受けてい

る。 

※プラチナくるみん認定：20点 

くるみん/トライくるみん認定：10点 

20  

若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）

を受けている 

※ユースエール認定：20点 

20  

 


